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2024 年年度度人人形形峠峠環環境境技技術術セセンンタターーににおおけけるる研研究究・・技技術術開開発発成成果果 
―トトピピッッククスス― 

 

日本原子力研究開発機構 人形峠環境技術センター 

 

（2025 年 12 月 4 日受理） 

 

本報告書は、2024 年度に人形峠環境技術センターが実施した研究開発や技術開発に係る主要

な業務を概説するものである。 

人形峠環境技術センターでは、2001 年まで核燃料サイクルにおける上流側（フロントエンド）

と言われるウランの探鉱から採鉱、製錬、転換、そしてウラン濃縮までの技術開発を実施し、

現在ではこれら開発に使用してきた施設・設備の解体・撤去に取り組んでいる。また、2016 年

に公表した「ウランと環境研究プラットフォーム」構想に基づき、ウラン廃棄物を安全に処理・

処分するための研究開発にも取り組んでいる。 

ウランと環境をテーマとした研究開発は、人形峠周辺環境の特徴を活かした「環境研究」及

び人形峠環境技術センターの施設やポテンシャルを活かした「ウラン廃棄物工学研究」に大別

される。また、安全や現場管理に関する技術開発、保健物理や放射線生物学の視点から放射線

影響評価に関する研究も進めている。 

本報告書では、環境研究や環境保全として、山地における地下水流動の特徴に関する調査、

長寿命陰イオン系核種の鉱物固定化について報告する。ウラン廃棄物工学研究として、レーザ

ーを利用した除染技術開発、廃棄体容器材料に関する調査について報告する。安全技術・設備

開発として、人形峠環境技術センター内法面の防災対策、安全情報に関するデータ解析につい

て、また放射線影響評価研究として、トロンの体内分布に関する数理モデル構築、ラドン泉地

域における地中ラドンの調査について報告する。これら研究・技術開発の成果は、論文等を通

じて積極的に外部発表するよう努めている。 
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(Received December 4, 2025) 
 

 This report outlines some main research and development activities executed by the Ningyo-

toge Environmental Engineering Center in FY2024. 

 The Center was working on the development of the nuclear fuel cycle with a focus on its front-

end (i.e., uranium exploration, mining, refining, conversion, and enrichment) until 2001, and is now 

dismantling and removing the facilities and equipment used in the past. In addition, based on the concept 

of “Uranium and environmental research platform” announced in 2016, we are also working on research 

and development for the safe processing and disposal of uranium wastes. 

 This research and development can be mainly divided into “Environmental research” and 

“Uranium waste engineering research”; the former takes advantage of the characteristics of the natural 

environment in Ningyo-toge, and the latter utilizes our facilities and potentials. Some works are also 

made on safety and its management as well as radiation effect research in terms of health physics and 

radiobiology. 

 Regarding the environmental research and environmental conservation, this report describes 

research on the heterogeneity of groundwater in granitic mountains and the mineral immobilization of 

long-lived anionic nuclides. As for the uranium waste engineering research, the laser-based 

decontamination technique and the corrosion resistance suitable for waste package material are reported. 

Further, the construction of safety measures at the mill tailings ponds, the data analysis of safety 

information, and the environmental fate of radon are also reported. The achievements of those works have 

been widely presented through research papers etc. 

 

Keywords: Ningyo-toge, Environmental Research, Uranium Waste Engineering Research,  

Environmental Conservation, Safeguards, Safety and Its Management, Radiation Research 
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1. 環境研究と環境保全 
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1.1 山山地地ににおおけけるる集集水水域域のの設設定定にに係係るる地地下下水水流流動動調調査査技技術術のの検検討討 

鉱山施設課 竹末勘人 

 

背背景景とと目目的的 

人形峠環境技術センターは、ウラン廃棄物埋設処分の安全評価に係る環境研究を実施してい

る。ウラン廃棄物に主に含まれるウランの安全評価では、将来数万年を超える長期の地下水に

よる放射性核種の移動と、生活圏への流出の影響を考慮したケースが想定される（図1）。従来

の地下水による放射性核種の移動については、一般に、地下水の通過域における帯水層の厚さ、

みかけの流速および流出先の評価が行われてきた。一方、山地に位置する人形峠地域では、地

下水の涵養域から流出域までの集水域の大きさが数百mから数km程度と比較的小さくなる。ま

た、複数の集水域に跨る山地では、隣接する集水域への涵養量の割合や、流出先の流量等も考

慮する必要がある。 

 

 
図1 集水域の地下水によるウランの移動のイメージ 

 

一般に、重力よる地下水流動は地形の影響を大きく受けている。大小の起伏を呈する集水域

の地下水流動は理論的な解析に基づき、局所・中間・広域流動系の存在が想定されている[1]。

集水域の実際の流動系を確認する方法については、比較的大きな堆積盆地や平野を対象に、地

下水の水質や流量に関する複数の調査事例が報告されている[2, 3]。一方、山地を対象にした一

連の調査事例はあまり知られていない。山地は、大小の谷が発達するとともに湧水地点も多い

ことから、様々なスケールの集水域が存在する可能性が考えられる。そのため、個々の集水域

の境界や、涵養域と流出域の確認が必要となる。このような様々なスケールの集水域が存在す

る山地の特徴は未解明の部分も多いため、関連する地下水データを蓄積していく必要がある。 

そこで本研究では、人形峠地域の山地を対象に、地下水によるウランの移動に関する知見を

取得するため、地下水流動調査を行った。本報告書では、集水域の水質（溶存イオン濃度と同

位体組成）の結果を報告する。 
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得得らられれたた成成果果 

岡山県人形峠地域は、標高約 700 m の緩やかな地形が広がる地形的特徴を持つ。当該地域の

北側約 2 km には標高 1000 m 級の急峻な山々が東西方向に連なっており、これらの山地の南側

斜面には、吉井川の複数の源流が南方へ向かって発達する。山地の地質は、基盤の花崗岩およ

び花崗斑岩の上位に角礫凝灰岩・凝灰岩や溶結凝灰岩が覆っている。 

地下水流動解析の結果[4]を参考にして、吉井川源流域の池河川と十二川の集水域から湧水（4

試料）、沢水（26 試料）を採水し、溶存イオン濃度および酸素・水素安定同位体比（δ18O・δ2H）

の分析を行った。図 2 に水試料の採水地点と水質分析結果を示す。また、鉱泉水（試料番号：

KO-1, YO-1）、井戸水（試料番号: KW-1, NW-2, YW-1）、湧水（試料番号: IW-2-1, IW-3, IW-9）、

沢水（試料番号: IW-1-2, IW-④-2, IW-13）を対象に、予察的にストロンチウム（Sr）同位体比

（87Sr/86Sr）を調べた。池河川集水域では、北側サブ集水域が Na-Cl 型、南側サブ集水域が Na- 

HCO3 型の水質を示した。十二川集水域では明瞭な水質の違いが認められなかったが、池河川

集水域ではサブ集水域間で水質が異なることが確認された。同様の水質は室内における水－岩

石反応試験でも確認されており[5]、湧水や沢水の水質は水と岩石の反応を通じて形成されてい

ることが示唆された。このことから、地下水流動に伴う水－岩石反応による水質形成は、各集

水域の特徴を反映していると考えられる。 

さらに、各集水域における湧水、沢水の起源を確認するために、酸素・水素安定同位体比の

分析を行った。その結果、水試料の酸素・水素安定同位体比は、グローバル天水線[6]よりも日

本海側地域の天水線[7]付近にプロットされ、降水起源であると推定された（図 3）。降水起源の

地下水については、その Sr 同位体比が地質に対応していると考え、水試料の Sr 同位体比を予

察的に調べた。その結果、一部水試料（試料番号：IW-④-2, IW-2-1, YW-1）の Sr 同位体比が概

ね一致していることと、人形峠花崗岩の Sr 同位体比がおおよそ 0.7069～0.7074 であることか

ら、これら水試料は周辺に分布する花崗岩の影響を受けている可能性が示された（図 4）。 

 

図 3 酸素・水素安定同位体比の結果 

- 5 -

JAEA-Review 2025-059



図 4 ストロンチウム同位体比の結果 

 

今今後後のの予予定定 

山地おける集水域の地下水の特徴を把握するため、引き続き、水質や同位体組成の分析を行

うとともに、流出先の流量測定を実施する予定である。 
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1.2 リリンン酸酸イイオオンン吸吸着着処処理理にによよるるババラライイトト中中ののヨヨウウ素素酸酸、、亜亜セセレレンン酸酸、、セセレレンン酸酸のの安安定定性性のの    

向向上上のの効効果果 

鉱山施設課 徳永紘平、香西直文 

JAEA 先端基礎研究センター 田中万也 

東京大学 高橋嘉夫 

 

背背景景とと目目的的 

核燃料の核分裂生成核種の中には半減期が極めて長いものが存在し、それらの適切な処理処

分方法の開発は重要な課題である。特に福島第一原発での汚染水処理において問題となるセレ

ン 79（79Se）やヨウ素 129（129I）は、核分裂生成核種の中でも半減期が特に長く、かつ水溶液

中からの除去が困難な陰イオンとして存在する（ヨウ化物（I-）、ヨウ素酸（IO3-）、亜セレン酸

（SeO32-）、セレン酸（SeO42-））。これらの陰イオンのうち I-に対してはヨウ化銀（AgI）の生成

による処理が知られている一方、その他の陰イオン系核種に対する有効な処理処分法は未だ開

発されていない[1]。 

 

実実験験 

本研究では、長半減期を有する陰イオン性核種に対する新たな除去手法として、極めて安定

な鉱物であるバライト（BaSO₄）を利用し、水溶液中から対象核種を効率的に取り込み、その後

もバライト結晶中に長期的に保持させる手法の開発に取り組んだ。バライトは、塩化バリウム

と硫酸ナトリウムの水溶液を混ぜるだけで生成し沈殿する。その時、水溶液中に含まれる元素

がバライトの結晶中に取り込まれる（共沈反応）。本研究では、バライト中に取り込まれた IO3-、

SeO32-、SeO42-の陰イオンに対する安定性の評価を行い、様々な競合イオンを含む溶液中での元

素の溶出性を評価することで、長期間安定に元素を保持し続ける手法の開発を行った。 

 

 
図 1 競合イオンによる固相からの IO3-溶出量 
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結結果果とと考考察察 

本研究の結果より、バライトへの IO3-、SeO32-、SeO42-の分配は競合イオンの存在下において

も高い除去効率を示した一方、時間の経過に伴う固相からのイオンの溶出が問題として生じた。

特に電荷の小さな IO3-に対してその影響は顕著であり、純水条件においては約 20%、塩化物イ

オンや硝酸イオンの競合イオンをそれぞれ含む溶液中においては約 60%と固相からの高い溶出

率を示した。一方で、バライト共沈試料を希薄なリン酸イオン溶液に添加することで、純水の

みでの溶出に比べて、IO3-を含む陰イオンの溶出量が著しく減少する結果が得られた（図 1）。

これはリン酸イオンがバライト全体を安定化させたことを示しており、他の鉱物では強い抽出

剤として働くリン酸イオンが、バライトに対してはイオンの溶出を低減化させることを示唆す

る。これらの効果を系統的に明らかにするために、X 線吸収端微細構造（XAFS）法による、バ

ライト表面でのリン酸イオンの吸着メカニズムの解明を行った。その結果、リン酸イオンは時

間の経過とともにバライト表面で異なる形態で存在し、短時間では表面吸着態、長時間ではバ

リウムのリン酸塩の表面沈殿の化学形態をとることが分かった。この時間経過によるバライト

表層での二次的な沈殿物の形成により、固相からの元素の溶出が制限され、バライト全体が安

定化されたことが示唆される。これらの効果は IO3-、SeO32-、SeO42-の陰イオンを含んだバライ

ト共沈試料においても同様に確認されており、バライトへの共沈とリン酸イオン吸着の処理を

合わせた I や Se の長寿命系陰イオン系核種の効果的な処理処分法を確立することができた。 

本原稿は、文献[2]に記載された内容を一部抜粋して要約したものである。 

 

参参考考文文献献 

[1] K. Tokunaga, Y. Takahashi, K. Tanaka, N. Kozai. Effective removal of iodate by coprecipitation with 

barite: Behavior and mechanism. Chemosphere 266, 129104 (2021). 

[2] K. Tokunaga, K. Tanaka, Y. Takahashi, N. Kozai, N. Improvement of the stability of IO3–, SeO32–, 

and SeO42– coprecipitated barite after treatment with phosphate. Environmental Science & 

Technology 57, pp.3166-3175 (2023). 
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2. ウラン廃棄物工学研究 
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2.1 遠遠心心機機のの金金属属製製部部品品にに対対すするる UV レレーーザザーーにによよるる除除染染効効果果 

廃止措置実証課 西脇大貴、澤山兼吾、酒瀬川英雄 

JAEA 敦賀総合研究開発センター 小菅淳、瀬戸慧大、神谷豪、木曽原直之 

 

概概要要 

レーザー除染は廃止設備の解体前後における除染や、設備点検における作業員の被ばく低減

のための除染等幅広く活用できる可能性がある[1-3]。人形峠環境技術センターは使用済み遠心

機に除染試験を行った実績があり、クリアランス基準を満たす見通しを得ており、本研究は使

用済み遠心機を対象とした実規模スケールでのクリアランス実証及び遠心機以外の汚染部材・

核種に対するレーザー除染の有効性の評価を目的としている。 

 

代代表表的的なな成成果果：：UV レレーーザザーーにによよるる除除染染試試験験 

令和 5 年度までの試験は操作性が高く、一般産業界で最も普及しているファイバーレーザー

（波長：1064 nm）を用いて、炭素鋼や塗装膜、コンクリートを対象に模擬除染試験を行った[1-

3]。しかしながら、除染対象物がアルミニウム合金等の金属材料であった場合、ファイバーレ

ーザーの波長域では反射率が高く、母材最表面に固着した汚染に対して除染が困難となり、ク

リアランスレベルでの除染は不可能であると予想された。そこで各素材に対して吸収率が非常

に高く、また熱ダメージを与えづらいという特徴を持つ UV（Ultraviolet：紫外線）レーザーの

利用に着目し、どの程度の除染効果となるか検討した。 

供試材はファイバーレーザーでは反射率が高く、鉄鋼材料と比較して低い除染効率となった

アルミニウム合金、ステンレス鋼を含む鉄鋼、そして、鋼材表面に安定同位体を塗布した模擬

汚染試料とした。図 1 は試験に使用した UV レーザーを示す。UV レーザー装置は（株）光響

の UV-MK-kit（最大出力 5 W、波長 355 nm）を使用した。 

 

  
図 1 UV レーザー 
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図 2 はレーザー照射走査速度を 100、1000、そして、4000 mm/s と変化させた際の炭素鋼の照

射後表面の写真である。右半分がレーザー照射面となっている。 

走査速度(a) 100 mm/s の場合、照射面の高さは 20 から 30 μm ほど高くなることが確かめられ

た。走査速度(b) 1000 mm/s とした場合、ほぼ均一に表面が削られており、未照射面に対しては

5 μm ほど低かった。走査速度(c) 4000 mm/s とした場合、表面が波打つように不均一となり、未

照射面よりも高くなる部分もあることから、溶解した金属が側面に移動して冷却固化したこと

が示唆された。そのため、母材が溶融した可能性が考えられた。 

 

図 3 はレーザー照射走査速度を 100、1000、4000 mm/s と変化させた際のアルミニウム合金の

照射後表面の写真である。右半分がレーザー照射面となっている。走査速度(a) 100 及び(b) 1000 

mm/s では表面はほぼ均一に削られており、照射面の高さはそれぞれ 40、5 μm ほど低いことが

確かめられた。しかしながら、(c) 4000 mm/s では、表面は不均一であり、未照射部分よりも照

射面の方が高くなる部分もあったことから、表面除去ができなかったと考えられる。 

  

 
図 2 炭素鋼に対するレーザー照射走査速度の影響 

+20μm

俯瞰図

透視図

透視図
断面高さ

-5μm

未照射 照射面 未照射 照射面 未照射 照射面

(a) 100 mm/s (b) 1000 mm/s (c) 4000 mm/s

  

図 3 アルミニウム合金に対するレーザー照射走査速度の影響 

-40μm

俯瞰図

透視図

透視図
断面高さ

未照射 照射面 未照射 照射面

(a) 100 mm/s (b) 1000 mm/s (c) 4000 mm/s

未照射 照射面

-5μm
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今回の照射条件の範囲にて、炭素鋼では捜査速度 1000 mm/s の条件が、アルミニウム合金で

は走査速度 100mm/s 以下の条件がそれぞれ表面を除去するために有効であることが分かった。

その除去深さは材料種によって違いが確認されたことから、汚染の深さや材料種の違いに応じ

て照射条件をさらに調整する必要があると考えられた。 

なお、今回照射したのは 5 mm 平方の限られた面積であったが、最も速い走査速度 4000 mm/s

の場合でも照射時間が 15 秒要した。これは今回の UV レーザーの出力が 5 W 程度であり、レ

ーザーマーカーを目的としたものであったことが要因として考えられる。 

実用化に向けては照射時間の短縮のため、より大出力の UV レーザー装置を使用するか、フ

ァイバーレーザーで除去困難であった部分に選択的に照射するといった対策が必要になると考

えられる。 

 

今今後後のの予予定定 

使用済み遠心機から採取した金属製部品に対する除染試験を継続しながら、クリアランス基

準を達成できる照射条件の最適化を予定している。合わせて、実規模スケールを想定したレー

ザー走査機構及びヒューム回収機構を開発することで、レーザー除染による使用済み遠心機の

クリアランスを目指す。 

 

参参考考文文献献 

[1] 人形峠環境技術センター. 2023 年度人形峠環境技術センターにおける研究・技術開発成果

―トピックス―. JAEA-Review 2024-050, 55p. (2025). 

[2] 人形峠環境技術センター. 2020 年度人形峠環境技術センターにおける研究・技術開発成果

―トピックス―. JAEA-Review 2021-068, 52p. (2022). 

[3] 山根いくみ，高橋信雄，澤山兼吾，西脇大貴，松本孝志，小川潤平，野村光生，有馬立身，

レーザークリーニングによる鋼材表面塗装膜の分離・除去. JAEA-Technology 2021-038, 18p. 

(2022). 
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2.2 高高耐耐性性放放射射性性廃廃棄棄体体パパッッケケーージジ複複合合材材料料ののたためめのの酸酸化化物物分分散散強強化化型型銅銅合合金金のの接接合合技技術術  
廃止措置実証課 酒瀬川英雄 

 

背背景景とと目目的的 
高レベル放射性廃棄物のオーバーパック材や低レベル放射性廃棄物のドラム缶を始めとする

現在のパッケージ材は炭素鋼が選択されている。しかしながら、2015 年、特定放射性廃棄物の

最終処分に関する基本方針にて「廃棄物の搬出の可能性（回収可能性）を確保すること」とい

う改訂がなされた。国際的には、2012 年の OECD/NEA の放射性廃棄物管理の報告書「決定の

可逆性と放射性廃棄物の回収可能性」にて回収可能性が議論され[1]、そして、回収可能性を高

める措置の一つとして「できるだけ耐久性の高い廃棄体と廃棄物容器を使用すること」を挙げ

ている。 

現在、この流れに応じた緩衝材の除去技術等の回収技術の研究開発が着手されているが[2]、

そもそも回収対象である廃棄体のオーバーパック材である炭素鋼は回収を想定して選択された

ものではない。とりわけ、埋設中の腐食によって構造健全性を損なう可能性があり、これは廃

棄体の可搬性を損ない、そして、回収の可能性を損なう致命的な問題となることが危惧される。 

そこで本研究は、埋設後の回収可能性を確保できる放射性廃棄体の全く新しいパッケージ複

合材料の開発によりこの解決を図ろうとしている。具体的には、図 1 (a)に示したように、炭素

鋼と比較してより優れた耐食性をもつ銅合金（寿命で 10 倍以上）（例えば、[3]）を、より高い耐

圧性をもつ超硬合金（圧縮強さで 8倍以上）[4]に被覆させた新しいパッケージ複合材料となる。 

 

  

(a) 構造と性能（炭素鋼との比較）[5] (b) 利用方法 

図 1 高耐性放射性廃棄体パッケージ複合材料 

 

パッケージ複合材料の耐食性を担う銅合金として、酸化物分散強化型銅（GLIDCOP AL-60）

を候補とした。これは母相中に微細なアルミニウム酸化物粒子の分散させることで強度特性を

向上させた材料である。耐食性の観点のみでは無酸素銅が候補となるが[6, 7]、より高い耐圧性

も具備させることで、埋設後の構造健全性の向上がさらに期待できる高耐性放射性廃棄体パッ

ケージ複合材料を開発するべく候補とした。 

パッケージ複合材料製作のためには図 1 (b)に示したように、酸化物分散強化型銅合金と超硬

合金を一体構造とする必要があるが、ここではそのために必要なプロセスと接合方法の策定を

目的とした。 
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方方法法 

耐食性を担う銅合金に対して接合方法として溶接を適用する場合、その接合中の熱影響によ

り組織が粗大化して、超音波探傷では欠陥として誤検出される報告がある[8]。そこで、銅合金

や超硬合金の組織構造や材料特性に対して、一体構造化のプロセスが及ぼす影響をできるだけ

抑制でき、且つできるだけ簡素となる接合方法を調査した。 

 

結結果果 

パッケージ複合材料の製作のための酸化物分散強化型銅合金と超硬合金を一体構造とするプ

ロセスを検討した結果、耐食性を担う銅合金製の外容器に耐圧性を担う超硬合金性の内容器を

単純に挿入することで耐食性と耐圧性を損なわず、極めて簡素な製作工程が実現できることが

考えられた。しかしながら、廃棄物を封入した廃棄体パッケージを完全に密閉するためには、

銅合金製の外容器には蓋をして、その間隙を接合する必要がある。 

ここでは銅合金として酸化物分散強化型銅の採用を考えているが、この接合プロセス中にそ

の組織構造への影響を抑制しつつ、また、強度強化因子である酸化物粒子ができるだけ凝集も

しくは粗大化しないような接合技術を選択する必要がある。そこで、接合技術の中でも最も酸

化物粒子の分散状態への影響を抑制できるものとして、摩擦攪拌接合法（FSW: Friction Stir 

Welding）を選択した。 

 
(a) 厚さ断面 

 

(b) ツールの回転方向と進行方向 

 

(c) 接合材 
（回転速度：1200 rpm、走行速度：50 mm/min） 

 
図 2 FSW による接合 

ツール

板状試験片

進行

回転 板状試験片

板状試験片

板状試験片

板状試験片
10 mm
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摩擦撹拌接合は従来の溶接のように母相溶解を伴う接合法ではなく、接合界面に回転するツ

ールを差し込んで（図 2 (a)）、強制的に塑性流動させながらツールを進行させることで（図 2 

(b)）、固相状態のままで接合できる方法であり、酸化物粒子の凝集や粗大化を抑制しながら接

合できることが考えられたためである。 

様々な接合条件を調査した結果、図 2 (c)に示したように、回転速度：1200 rpm、走行速度：

50 mm/min の条件にて、接合欠陥を生じることなく、FSW 接合できることを明らかとした。 

 

今今後後のの予予定定 

ここでは、酸化物分散強化型合金の接合を達成するとともに、その最適な接合条件（回転速

度と走行速度）について見通しを得ることができた。本研究は材料開発段階までを目的とした

が、今後の実装に向けては、実際のサイズや製作工程を考慮した実規模パッケージの製作技術

を開発する段階となる。 
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3. 安全技術・設備開発 
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3.1 EEF 西西側側法法面面ににおおけけるる自自然然災災害害へへのの対対策策とと今今後後ににつついいてて 

鉱山施設課 飯尾彰規、菅原史大 

 

ははじじめめにに 

 人形峠環境技術センターが所掌する峠地区の EEF（濃縮工学施設）の西側法面で、平成 29 年

10 月の台風による大雨により、幅約 40 m の地すべりが発生した（以下、H29 ブロック）（図 1、

図 2）。平成 30 年度には地質調査・斜面安定解析・対策工法選定等を行い、令和元年度に応急

措置として仮設防護柵を設置した。放置すれば施設や作業員に危害が及ぶ可能性があることか

ら、令和 4 年度に法面上部の対策工事（区間 1）を実施した（図 3）。下部工事（横ボーリング・

アンカー工）により上部法面の安全性が向上することから、令和 5 年度に下部（区間 2・3）の

工事を開始したが、令和 5 年 8 月の台風 7 号により、幅約 30 m、横幅約 70 m の新たな地すべ

りが発生し（以下、R5 ブロック）（図 1）、工事を中断した。安全対策が完了するまで作業を再

開できないことから、大型土のうによる抑え盛土工を実施し、令和 6 年 7 月より工事を再開し、

令和 7 年 2 月に竣工した。今後は、R5 ブロック本体の対策工の検討と、H29 ブロック下部の再

設計が必要であることから、本工事のこれまでの地すべり対策の検討内容と工事実績をまとめ

るとともに、今後について報告する。 

 

図 1 過去に EEF 西側法面で発生した地すべりブロック 
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図 2 H29 地すべり全景             図 3 法面安全対策工事範囲 

 

地地形形地地質質概概要要 

 本報告の地すべり発生地は、濃縮工学施設（EEF）の西側法面で、H29 ブロックの直下には

峠 3 号坑道の旧坑道が位置している（図 4）。また周辺域は、基盤岩である中生代末の花崗岩類

およびそれを不整合に覆う新第三期中新世の人形峠累層に属する堆積岩類・石英安山岩類が分

布する（図 5）[1]。 

  

図 4 H29 ブロックと坑道位置図         図 5 周辺地域の地質 

 

H29 ブブロロッックク 

 H29 ブロックでは平成 30 年度に地質調査・動態観測から、斜面安定解析・対策工法の選定等

を実施した。 

主な調査内容は、現地踏査をはじめ、測量、ボーリング掘削並びにボーリング孔を利用した
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孔内傾斜計[2]による動態観測、地下水観測[3]である。表 1 にボーリングの諸元、図 6 に調査位

置図をまとめた。 

調査結果から作成した推定地質平面図と推定地質断面図を図 7、図 8 に示す。 

滑落崖の最大幅は約 44 m であり、滑落崖頭部には凝灰角礫岩が分布している。また、滑落崖

の側部はシルト岩が分布している。ボーリング調査結果では、シルト岩と礫岩の境界部付近に、

弱層がみられたことから、推定すべり面をシルト岩/礫岩境界部とした。また、動態観測では明

瞭な累積変位は認められず、地すべり活動は確認されなかった。 

対策工は、調査・観測結果から求めた斜面安定解析結果を考慮して地すべり抑制工（以下、

抑制工）と地すべり抑止工（以下、抑止工）を組み合わせて設計した。 

抑制工として、地すべり頭部荷重を除去する排土工並びに横ボーリング工を選定した。なお、

排土工の法面のうち地すべり頭部については、安定勾配（1:2.0）で切土工をした場合、大規模

な法面が新たなに造成されることになることから、法面勾配は（1:1.0）としている。この法面

は安定勾配（1:2.0）より急勾配となることから、鉄筋挿入工および吹付法枠工による法面対策

を実施し、法面表層の保護のため、植生基材吹付工および植生マット工を実施した。なお、横

ボーリング工は常時水位の低下および降雨時の急激な水位上昇を抑えることを目的として選定

している。 

抑止工としては、現況すべりおよび今後拡大する可能性のある背後すべりの安定性を確保す

るために、施工性および経済性にも優れるアンカー工を選定した。 

なお、H29 ブロック本体の安全対策工事は令和 4 年度にⅠ期工事（区間 1）、令和 5 年度、6

年度にかけてⅡ期工事（区間 2, 3）を施工し、地すべりの滑動を抑制・抑止する対策工事は完

了した。 

 

表 1 H29 ブロック調査ボーリング諸元 

 

 

 

 

孔名 坑口標高（m） 掘進長（m） 項目 推定すべり面深度 

No.1-1 
765.1 

50 地下水観測孔 
- 

No.1-2 20 孔内傾斜計観測孔 

No.2-1 
753.87 

18 地下水観測孔 
5.8 m 付近 

No.2-2 20 孔内傾斜計観測孔 

No.3-1 

751.5 

19 地下水観測孔 

4.8 m 付近 
No.3-1 別孔 5 地下水観測孔 

No.3-2 26 孔内傾斜計観測孔 

No.3-2 別孔 26 地下水観測孔 

No.4 735.36 8 地下水観測孔 - 
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図 6 H29 ブロックボーリング調査位置図 

 

 
図 7 推定地質平面図 
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図 8 推定地質断面図 

 

R5 ブブロロッックク 

 R5 ブロックの地すべりは令和 5 年 8 月の台風 7 号により、約 1,800 m2 の規模で発生した。

発生直後には現地踏査を実施し、令和 6 年度には地質調査・動態観測から、斜面安定解析・対

策工法の選定等を実施した。併せて、地すべりの再滑動を抑制するため、大型土のうを用いた

抑え盛土工事を実施した。 

R5 ブロック本体の輪郭は現地踏査結果により確定した。地すべりの規模は長さ 22 m、幅 58 

m、厚さは後述するボーリング地点で 6～7 m である。 

現地踏査において確認できた特徴について、撮影箇所を図 9 に、特徴を図 10～図 17 に示す。

地すべり頭部は滑落崖が明瞭で段差が最大 1.6 m あり、円礫（礫岩起源）を含む土砂が確認さ

れた（図 10、図 11）。地すべり地内には小規模な亀裂があり、ポールが 80 cm 程度貫入できる

ことから小規模な副次ブロックがあると推定した（図 12）。また、地すべり背後の小段にも亀

裂が発生しており（図 13）、これらの現象から後退性の地すべりであることを示唆していると

判断した。地すべり背後は、昭和 52 年に発生した地すべり（以下、S52 ブロック）（図 1）の影

響と推定される段差地形があり小段が消失している。周辺の露頭には泥岩層の薄層が流れ盤方

向に傾斜しており、すべり面となり得る地質であることを確認した（図 14）。この露頭が見ら

れた斜面下方にはふとんかご工が設置されているため（図 15）、崩壊対策で実施されたものと

推察される。一方、表面水や湧水に関わる点では、地すべり頭部滑落崖に湧水穴が見られたた

め（図 16）、浅層部に地下水流動層があることが推定される。 

地すべり背後の小段にも排水機能が停止するほどの多量の土砂が流入し土砂堆砂したため、

応急で排水路を造成しており（図 17）、表面水が集中しやすい地形・地下水条件であると言え

る。右側崖部には沢が見られるが、常時流水があり流量も比較的多い。 

表 2 にボーリングの諸元、図 18 に調査位置図をまとめた。ボーリング調査は、R5 ブロック
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地内と背後の地質状況を確認するとともに、地すべり観測孔の設置や標準貫入試験の実施を目

的として計 3 孔を実施した。 

動態観測の結果から、地すべりの活動性は認定されないが、上部のボーリング工との連動性

が確認されることから、地すべりの影響を受けている可能性が示された（表 3）。 

調査・観測結果から、予備設計を実施し、地すべり対策工は H29 ブロックと同様に、抑制工

として頭部排土工、横ボーリング工を、抑止工としてアンカー工を検討している。 

図 9 現地踏査写真の撮影箇所  

 

 
 

 

図 10 左側崖部より地すべり全景 

（赤線は頭部滑落崖） 

図 11 頭部滑落崖近景 

図 10 

図 11 

図 12 

図 13 

図 14 

図 15 

図 16 
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図 16 頭部滑落崖に見られた湧水穴  

 

  

図 12 地すべり地内の副次ブロック 図 13 すべり背後小段に発生した亀裂 

  

図 14 流れ盤方向の泥岩層（地すべり地背後） 図 15 地すべり背後のふとんかご工 

泥岩薄層 

地すべり背後に亀裂 

ふとんかご工変状なし 
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図 17 応急で設けた排水路 

 

表 2 R5 ブロック調査ボーリング諸元 

 

  

図 18 R5 ブロック周辺ボーリング調査位置図 

G

コルゲート管φ900

SP-5 BP=0.000 SP10 SP20 SP30 SP40 SP50 SP60 SP70SP27.755 EP=56.119
G

大型土嚢

矢板

大型土嚢

大型土嚢

クラック(5mm)クラック(5mm)クラック(30mm)クラック(5mm)クラック(20mm)クラック(50mm)

塩ビ管φ45

モルタル

モルタル

ジャカゴ

モルタル
モルタル

As

モルタル

7
3
5

7
4
0

745

740

735

730

735

740

745

745

750

R 6 -No.2
地盤高734.233m
掘進長15.00m

R 6-NO.1
地盤高738.912m
掘進長17.00m

S52地すべり（想定）

孔名 坑口標高（m） 掘進長（m） 項目 推定すべり面深度 

R6-No.1 738.91 17.00 孔内傾斜計観測孔 11.0 m 付近 

R6-No.2 
734.23 

15.00 孔内傾斜計観測孔 
6.3 m 付近 

6.6 m 付近 

R6-No.2’ 6.00 地下水観測孔 - 

排排水水路路（（応応急急後後））  
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 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

地すべり 

対策工事 

   
  

図 19 EEF 西側法面の安全対策工事に係る今後の工程 

 

今今後後のの予予定定 

 EEF 西側法面の安全対策工事に係る今後の工程を図 19 に示す。 

R5 ブロックの予備設計および区間 4 を考慮した詳細設計・設計見直しについては令和 7 年度

より実施し、令和 8 年度に工事に係る許認可申請を実施する。R5 ブロックの安全対策を含む区

間 4 の施工は令和 9 年度～令和 11 年度に実施する予定である。 

R5 ブロックの抑止工として検討しているアンカー工は地中部に根入れする工法であるが、直

下には峠地区の旧坑道が位置しており、坑道までの土被り厚は数 m であることから、アンカー

工と旧坑道の交差が懸念される。アンカー工が旧坑道と交差する場合には工事費が大きく増大

し、施工途中に発覚した場合は工事中止等の大きな問題に発展することから、事前に旧坑道（空

洞）の有無把握を目的とした地質調査の実施を検討予定である。 

 

参参考考文文献献   

[1] 動力炉・核燃料開発事業団. 日本のウラン資源（Ⅱ）, PNC TN7420 88-006, pp.18-21 (1988). 

[2] 土木研究所, 応用地質, 坂田電機, 日本工営. 地すべりにおける挿入式孔内傾斜計計測マニ

ュアル, 理工図書 (2010). 

[3] 上野将司, 中里裕臣. 地すべり調査・観測の進展と展望. 日本地すべり学会誌 49, pp.1-11 

(2012). 

 

 

 

 

 

区間 4 

設計見直し 
許認可 

Ⅲ期工事 

（区間 4） 
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3.2 機機械械学学習習にによよるるヒヒヤヤリリハハッットト情情報報のの解解析析 

保安管理課 神﨑訓枝 

 

ははじじめめにに 

 ナレッジマネジメントは、個人や組織の持つ知識を活用する経営手法の 1 つであり、原子力

分野では、Nuclear Knowledge Management と呼ばれ、原子力に関する技術的専門知識と能力を

開発・維持するために必要不可欠なものである。特に、安全性を高める上で、自発的な Incidents

（事故には至らなかったが問題が発生した状態：インシデント）や Near-Misses（危険を察知し

て回避したがヒヤリとした状態：ヒヤリハット）等の報告は重要な知識源となる[1]。しかし、

現実には、情報収集・共有に課題が多く、特に、ヒヤリハット等の軽微な事象の報告を促すた

めには、原子力施設の従業員が知識共有の価値を認識し、その文化を醸成する努力が必要であ

る[2]。そこで、著者は、より効果的な安全対策の検討を進めるため、ヒヤリハット報告の解析

を実施してきた[3]。ここでは、実際のヒヤリハット報告を機械学習で解析し、知識をまとめ、

ユーザが情報の全体像を確認しながら必要な知識へアクセスできるシステムを開発したので報

告する。 

 

テテキキスストト解解析析 

 実際に日本原子力研究開発機構で報告された約 5000 件のヒヤリハットを、プログラム言語

Python を用いて解析した。ヒヤリハット報告の内容は非公開のため、ここでは例を用いて説明

する。まず、文書中で使われた単語から、名詞、動詞、形容詞を抽出し、基本形（例えば、「歩

き」「歩け」「歩こう」は全て「歩く」）でまとめ、解析に不要な「する」「いる」「こと」等の単

語を除外した。次に、文書における単語の重要度を評価できる TF（Term Frequency、文書中で

の単語の出現頻度）-IDF（Inverse Document Frequency、文書全体での単語のレア度を表す逆文

書頻度）を求め、テキストデータを数値データへ変換した（図 1）。 

 

 
図 1 テキスト解析例 
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ククララススタタリリンンググ 

テキストデータを数値データに変換した文書ベクトルを用いて、クラスタリングを行った。

クラスタリングとは、似ているデータをグループ化する解析方法である。クラスタリングには、

自己組織化マップという機械学習の一種を用いた。自己組織化マップについて簡単に説明する

と、入力データ（学習データ）と同じ形式のベクトルを持つあらかじめ用意した複数のノード

の集まりをマップとし、入力データの特徴をマップに学習させて写像する視覚表現に優れたク

ラスタリング手法である[4]。これによって似たようなヒヤリハット報告をグループ化すること

で、必要な知識を得る過程で関連情報に効率的にアクセスできるようにした（図 2）。 

 
図 2 テキストをクラスタリングする概念図 

 

開開発発ししたたシシスステテムム 

本研究で開発したシステムは、視覚表現に優れた自己組織化マップの利点を活かし、クラス

タリング結果を視覚でわかりやすく見せるようにデザインした（図 3（a））。また、「作業」「危

険要因」「リスク」「改善措置」で階層的にマップを作成することで、解析結果に文書の特徴だ

けでない意味を持たせた（図 3（b））。それにより、マップ上の各ノードをクリックして、体系

化された安全情報を検索できるようになっている。具体的には、ユーザは、クラスタリングさ

れた「作業」のマップを見て、関連しそうな「作業」グループを選択する。知りたい「作業」

グループを選べば、その「作業」に関連する「危険要因」を知ることができ、知りたい「危険

要因」グループを選べば、その「危険要因」に関する「リスク」を知ることができ、知りたい

「リスク」グループを選べば、その「リスク」に対して行われた「改善措置」例を知ることが

できる。逆に、気になる「改善措置」を検索し、マップを遡って、その「改善措置」を含む「リ

スク」「危険要因」「作業」を見つけることもできる。 

 

  
(a) 作業マップ画面（イメージ図） (b) マップの構成 

図 3 開発したシステムの概要 
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評評価価例例 

例えば、図 1 の事象である「会議室から出てトイレへ歩いて行こうとした。（作業）」に関係

する情報を得るため、「トイレ」と検索した。その結果、トイレに関する情報がまとめられてい

る「トイレ」「開ける」「入る」というノードが見つかった。このノードには、トイレの故障、

慌てていて衝突、視界が悪いため衝突、濡れていて転倒という危険要因が見つかり、トイレに

行くだけでも複数の種類の危険があることがわかった。同時に、「ドア」「開ける」「入る」とい

うノードも見つかった。このノードには「トイレ」という単語は出てこなかったが、トイレ以

外の「ドア」に注目した情報が含まれていた。「ドア」はトイレ以外にもあるため、TF-IDF で

「ドア」が重要視された結果と考えられる。安全について検討する際には、特定の事象（ここ

では「トイレ」）に限定せず、広く可能性を考えることが重要である。「トイレ」の情報だけで

なく「ドア」の情報も得られることで、潜在的な危険性をより広範囲に捉えることができ、よ

り効果的な安全対策につながると言える。 

 

ままととめめ 

本研究は、ヒヤリハット報告を視覚表現に優れた機械学習の一種である自己組織化マップで

クラスタリングして知識をまとめ、ユーザが必要な情報へアクセスできるシステムを開発した。 

本研究で開発したシステムの通常の検索システムと比較した利点は、①クラスタリングの結

果を視覚的に提示することで、関連する情報をひとまとまりとして捉え、個別の検索結果を一

件ずつ確認しなくても、情報の全体像が一目で把握可能、②表現の異なる似た事象を集約する

ことで、膨大な情報の中から重複した内容を何度も確認する手間が省け、より効率的に必要な

情報にたどり着くことが可能の 2 点が挙げられる。人間が一度に処理できる情報量には限りが

ある。本研究では、人工知能（機械学習）が得意とする大量の情報処理はコンピュータに任せ、

人間が直感的に理解しやすいように整理・加工された情報を用いたより効果的な安全対策を提

案した。引き続き、安全最優先で業務を進めるため、蓄積された貴重な知識をどのようにまと

め、活用していくか、検討していく。 
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4. 放射線影響評価研究 
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4.1 吸吸入入さされれたた Rn-220（（トトロロンン））のの体体内内分分布布にに関関すするる数数理理モモデデルルのの構構築築 

保安管理課 迫田晃弘、神﨑訓枝 

岡山大学 片岡隆浩、山岡聖典 

 

背背景景とと目目的的 

 通常、生活環境における「ラドン被ばく」とは、Rn-222 子孫核種の吸入による呼吸気道への

沈着による被ばくを指すことが多い。これは、ラドンが貴ガスで化学的に不活性であり、吸入

しても多くが呼気で体外へ排出されるためである。しかし、温泉利用等の特殊環境においては、

一定の環境条件が整えば、Rn-222（ラドンガス）の吸入や経皮摂取による被ばく線量も無視で

きないことが明らかになっている[1]。 

 一方、使用建材によっては同位体の Rn-220（トロンガス）の屋内濃度が高まることが指摘さ

れており、その子孫核種の吸入による線量計算がなされている[2]。また、温泉利用の観点から、

実験小動物を用いたトロンガス摂取の生理学的効果の検討が進められている[3]。トロンガスの

特徴としてラドンガス（3.8 日）よりも短い半減期（56 秒）があり、体内へ取り込み次第、速

やかに放射壊変する。このため、ラドンガスとトロンガスの体内分布は異なると推察できるが、

その検証はなされておらず、被ばく線量への影響も明らかではない。 

 そこで本研究では、トロンガスの体内分布の経時変化を明らかにするため、短半減期核種に

適用可能なモデルを開発した。本稿では、本モデルと計算結果の進捗及び今後の予定を概説す

る。 

 

計計算算モモデデルルとと結結果果例例 

 吸入されたトロンガスは気道を経由して肺胞に至り、そこで一部が血液吸収され、血流にの

って全身をめぐる。ラドンガスの体内動態を計算した際、「外気と気道内のラドン濃度は等し

い」、「血液循環に係る時間は半減期に比べて無視できるほど短い」と仮定できたが[4]、トロン

の場合、短半減期のためにこれら仮定は適切とはいえない。両者を考慮するために、呼吸気道

モデル[5]と体内動態モデル[4]を組み合わせることにした（図 1）。各コンパートメントでのト

ロンガスの収支を微分方程式で表し、体内濃度の時間変化を数値計算した。 

 その結果、トロンガスは呼吸気道内でも有意に減衰することが確認された（図 2（a, c））。ま

た、脂肪組織において、トロンガスとラドンガスの間で結果の傾向に顕著な違いが認められた

（図 2（b, d））。脂肪組織は血液－組織間の分配係数が高いため、濃度の飽和には時間を要する

が、飽和時ラドン濃度は高値を示した。一方で、トロンの場合、（同じ元素であるため）分配係

数は等しく高いものの、放射壊変による減衰の寄与が大きく、ラドンに比べて飽和時トロン濃

度は高くなかった。 
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今今後後のの予予定定 

 これまでの進捗として、トロンガスの体内動態モデルと計算結果の一例を上述した。最終的

に線量係数を導出するには、トロン子孫核種の体内分布に関する情報も必要である。トロンガ

ス（本モデル計算）と子孫核種（動物実験）の体内分布を比較すると、明らかに異なる。よっ

て今後は、体内摂取されたトロンガスに由来する子孫核種（特に、半減期が比較的長い Pb-212

（10.6 時間））の体内動態について、先行研究[6, 7]等に基づき評価検討を進める予定である。 

 

参参考考文文献献 

[1] 片岡隆浩, 迫田晃弘, 神﨑訓枝, 光延文裕, 山岡聖典. ラドン温泉療法の適応症とそのメカ

ニズムに関する最近の研究動向. 日本温泉気候物理医学会雑誌 88, pp.57-72 (2025). 

[2] International Commission on Radiological Protection (ICRP). Occupational Intakes of 

Radionuclides: Part 3. ICRP Publication 137. Annals of the ICRP 46 (2017). 

[3] Y. Kobashi, T. Kataoka, N. Kanzaki, T. Ishida, A. Sakoda, H. Tanaka, Y. Ishimori, F. Mitsunobu, K. 

Yamaoka. Comparison of antioxidative effects between radon and thoron inhalation in mouse organs. 

Radiation and Environmental Biophysics 59, pp.473-482 (2020). 

[4] A. Sakoda, Y. Ishimori, A. Kawabe, T. Kataoka, K. Hanamoto, K. Yamaoka. Physiologically based 

pharmacokinetic modeling of inhaled radon to calculate absorbed doses in mice, rats and humans. 

Journal of Nuclear Science and Technology 47, pp.731-738 (2010). 

[5] A. Sakoda, Y. Ishimori, K. Yamaoka, T. Kataoka, F. Mitsunobu. Absorbed doses of lungs from radon 

retained in airway lumens of mice and rats. Radiation and Environmental Biophysics 52, pp.389-395 

(2013). 

[6] R.T. Drew. 212Pb distribution studies in the rat. Health Physics 20, pp.617-623 (1971). 

[7] 迫田晃弘, 神﨑訓枝, 田中裕史, 片岡隆浩, 山岡聖典. 同位体をトレーサとしたラドン子孫

核種の体内動態に関する研究. 日本健康開発雑誌 40, pp.90-94 (2019). 

 

  

- 38 -

JAEA-Review 2025-059



 

4.2 変変動動帯帯ににおおけけるる地地中中ララドドンンポポテテンンシシャャルルがが高高いい地地点点のの偏偏在在ととそそのの要要因因のの解解明明 

鉱山施設課 野原壯、竹末勘人 

保安管理課 迫田晃弘 

 

背背景景とと目目的的 

 温泉に含まれるラドンは、日本人にとって身近な自然放射性元素であり、ウランやラジウム

の放射壊変によって、主に岩石や土壌から発生している。ラジウムがキューリー夫妻によって

発見されてから 100 年以上経つが、ラドンの性質や分布は不明な点が多く、謎が多い元素であ

る。一方、ラドンは喫煙に次ぐ肺がんの主な原因であり、2009 年の WHO の勧告を踏まえて、

屋内ラドンに係る人為条件と地中のラドン供給能力の自然条件（以下、地中ラドンポテンシャ

ル）の調査が主に欧州で行われている。その結果、地中ラドンポテンシャルが高い地点（以下、

高ラドンポテンシャル地点）が断層帯や火山の近傍に偏在することがわかっている（例えば、

[1]）。変動帯に位置する我が国は、断層帯や火山の近傍に高ラドンポテンシャル地点が偏在す

る可能性が考えられる。また、従来、高ラドンポテンシャルと地下水ラドン濃度との関係は注

目されていないが、一部でラドンを含む井戸水の利用による屋内ラドン濃度の上昇が報告され

ており、地質と地下水を考慮した調査が必要である。 

本研究の目的は、「変動帯における高ラドンポテンシャル地点の偏在と、その要因の解明」で

あり、優先する課題は、わが国の高ラドンポテンシャル地点の情報取得である。我が国では、

断層沿いの地下水や地震に関連するラドン異常や、沿岸の地下水湧出に伴うラドン異常が研究

されており、このような異常は、地下水ラドン濃度が関係している可能性が考えられる。一方、

地中ラドンポテンシャルの全国調査では、被ばくの影響が相対的に大きい高ラドンポテンシャ

ル地点の把握が重要であり、高ラドンポテンシャル地点の偏在と、その要因の解明が急務であ

る。本研究では、ラドン泉地域における高ラドンポテンシャル地点の偏在を確認して、その要

因を把握する。 

 

変変動動帯帯ににおおけけるるララドドンン泉泉研研究究のの意意義義 

本研究は、地下水が豊富な我が国の特徴を踏まえて、高濃度のラドン泉が自然湧出する地域

を対象に行う。土壌のラドン濃度は変化幅が大きく、多数の要因（親核種の分布、水分量、温

度、粒子サイズなど）がある（例えば、[2]）。これまで、欧州を中心に各国の自然環境や社会環

境の違いを踏まえて、高ラドンポテンシャル地点の偏在とその要因の研究が行われているが、

地中ラドン濃度の要因の特定は一般に難しい。しかし、地中ラドン濃度が顕著に高い場合、要

因の候補を絞り込める。 

世界の一部の火山では、CO2 の移動に伴う顕著に高いラドン濃度が報告されている（例えば、

[3]）。そのため本研究では、地下水中の CO2 の脱ガスに伴うラドンに注目している。CO2 の脱

ガスや岩盤割れ目の地下水の移動速度は、ラドンの拡散速度の数倍から数十倍である。半減期

が約 3.8 日のラドンは、一般に地中の移動距離が 1 m 未満だが、地下水と CO2 の移動により最

大数十 m に及ぶ。我が国においても、CO2 を含むラドン泉の自然湧出によって地中ラドンポテ

ンシャルが増加する可能性が考えられ、高ラドンポテンシャル地点における地下水流動、地質
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特性、CO₂フラックスなどのパラメータの把握とモデル解析が望まれる。 

本研究は、変動帯における高ラドンポテンシャル地点の調査手法の整備を最終目標とする。

変動帯の自然現象は、断層帯と火山に加えて、地下深部のスラブ水の上昇と、隆起侵食に伴う

地下水流動の変遷も考慮する。スラブ水は一般に塩濃度が高く[4]、階層的な広域地下水流動[5]

の底部を流れる地下水が、上昇するスラブ水を取込んで希釈しながら、流出域に移動すると考

えられる。このような地下水の水質と流動は、ラジウムの溶脱、移動の要因と考えられる。ま

た、自然湧出に伴う CO2 の脱ガスや酸化は、鉄共沈によるラジウム濃集部の形成[6]の原因とな

る。隆起侵食は、地形変化に伴う広域地下水流動の変化と、段丘の形成や河川浸食による局所

的な湧出地点の変化が想定される。そのため、ラジウムの半減期（約 1600 年）を考慮して、千

年間程度の溶脱、移動、濃集の継続と、侵食に注目する。 

高ラドンポテンシャル地点近傍には地中ラドンポテンシャルが低い地点も存在する。本研究

では、このような地点ごとの自然環境の違いを調べて阻害要因に係る情報を得る。さらに、阻

害要因の解明のため、地下水中のラドンが地表に移行する様子を再現した室内試験を計画中で

ある。一連の研究は、わが国のラドン被ばくの低減を目標にしており、このような、高ラドン

ポテンシャル地点の偏在やその要因の情報は、地中ラドンポテンシャルマップの調査手法の整

備と、新築時の制限と対策に係る基礎情報を提供することで、我が国の全国調査への貢献を目

指す。また、高ラドンポテンシャルの偏在並びにその要因と、阻害要因の情報は、高ラドンポ

テンシャル地点周辺の安全性の確認や、効果的な土壌改良対策への活用が期待できるため、研

究成果を海外に発信して、世界の変動帯のラドン被ばく低減への貢献を目指す。 

  

方方法法とと結結果果 

本研究は、主にフィールド調査（自然環境の地表調査とラドン測定）を行う。対象地域は、

地下水中のラドン濃度が比較的高い地域で、地質の違いを考慮して、花崗岩（島根県三瓶、鳥

取県三朝）、火山（山梨県増冨）、断層帯（兵庫県有馬）、のラドン泉地域である。これらの地域

では、温泉水と土壌のラドン測定の結果が公表されており、既存の情報を踏まえてフィールド

調査を実施中である。 

一般に地中ラドンポテンシャルは、地中のラドン濃度と移動の係数（透気係数）で評価され、

土壌の調査は深さ約 1 m で実施される。まず、従来の方法でフィールド調査を行いラドン泉地

域のデータを取得して、課題を抽出している。調査内容と結果の詳細は文献[7]を参照されたい。

以下、概要を記述する。 

2024 年度は、高濃度のラドンを含有するラドン泉 2 地域を対象に、地表の空間ガンマ線線量

率及びラドン散逸率の現場測定を行った。その結果、ラドン泉の自然湧出地点から 10 m 以内

の斜面の地下水面の直上に、局所的に高ラドンポテンシャル地点が分布すると考えられた。空

間ガンマ線線量率は 0.5 μSv/h 以上、ラドン散逸率は最大約 9 Bq/m2・s であった。 

  

今今後後のの予予定定 

 ラドン泉のラドン濃度と高ラドンポテンシャルとの関係については引き続き調査を行う。地

下水及びガスの移行と、地下浅部のラジウム濃集による高ラドンポテンシャル地点を想定して、
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地下水流動、地質特性、CO₂フラックスなどのパラメータの把握とモデル解析を試みる予定で

ある。 

ラジウム濃集については、地下水中のラジウム並びにラジウム沈殿物の調査を予定している。 

地下水及びガスの移行については、土壌の透水（透気）性とラドン散逸率を組み合わせた調査

方法のほか、粘土層や土壌水分等の阻害要因の試験を計画している。一方、ラドン泉地域の高

ラドンポテンシャル地点では、花崗岩地域の谷沿い斜面の岩盤の割れ目と礫質堆積物の不均質

な透水性と、局所的に高い空間ガンマ線線量率が認められることから、CO2 の脱ガスによる局

所的なラドンの移動が予想される。このような局所的なラドンの移動の重要性を踏まえて移動

パラメータの調査方法を検討する予定である。 
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付付録録 1  組組織織図図 

 

（2024 年 4 月 1 日～2024 年 10 月 31 日） 
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付付録録 2  産産学学官官民民連連携携のの取取りり組組みみ 

 

戦略推進室 青木勝巳 

検査開発株式会社 宮川洋 

 

岡岡山山大大学学ととのの連連携携 

  岡山大学と日本原子力研究開発機構は、双方の有する研究施設、研究成果、人材等を活かし、

連携協力することによって、相互の研究及び人材育成の充実を図ることを目的として、2007 年

に包括的連携協力協定を締結している。 

 本年度の活動として、2025 年 3 月 28 日、人形峠環境技術センターにおいて協定に基づく連

携協議会を開催（オンライン併用）し、2024 年度の連携協力事業、2025 年度の連携協力事業の

計画（案）についての報告と協議を行った（図 1）。また共同研究成果発表会で本年度の研究成

果についての報告と質疑応答を行った。 

 

 

図 1 岡山大学との連携協議会の様子 

 

津津山山工工業業高高等等専専門門学学校校ととのの連連携携 

  津山工業高等専門学校（津山高専）と人形峠環境技術センターは、地域の特徴を活かし、研

究及び人材育成を目的として、2008 年に連携協力協定を締結している。 

 本年度の活動として、人材育成のため 2024 年 4 月から 7 月にかけて、電気電子システム系 5

年生と情報システム系 5 年生を対象として全 15 回シリーズで“環境科学”の講義を行った（表

1、図 2）。 
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表 1 2024 年度津山高専での環境科学講座 

実施日 講義内容 担当者（所属※） 

4 月 9 日 ガイダンス 日野田 晋吾 (計画管理室) 

4 月 16 日 原子力機構・人形峠環境技術センター紹介 青木 勝巳 (計画管理室) 

4 月 23 日 地球環境問題、低炭素社会の構築 青木 勝巳 (計画管理室) 

4 月 30 日 水と人間活動、生物多様性の保全 迫田 晃弘 (計画管理室) 

5 月 7 日 化学物質と環境、公害防止と環境保全 青木 勝巳 (計画管理室) 

5 月 14 日 循環型社会の構築、廃棄物対策 迫田 晃弘 (計画管理室) 

5 月 21 日 我が国におけるエネルギー事情 迫田 晃弘 (計画管理室) 

5 月 28 日 放射性物質の処理・処分 酒瀬川 英雄 (廃止措置推進課) 

6 月 4 日 中間試験 青木 勝巳 (計画管理室) 

6 月 11 日 除染技術開発 西脇 大貴 (廃止措置推進課) 

6 月 18 日 山間地の安全評価に係る地下水流動調査技術 竹末 勘人 (鉱山施設課) 

6 月 25 日 自然起源放射性物質の環境影響評価に関連して 迫田 晃弘 (安全管理課) 

7 月 2 日 地球化学的な思考を基にした研究紹介 徳永 紘平 (鉱山施設課) 

7 月 9 日 機械学習によるデータ解析 神﨑 訓枝 (安全管理課) 

7 月 16 日 講義の最後にあたって 青木 勝巳 (計画管理室) 

7 月 23 日 休講・レポート提出期限   
※当時の所属名を示す。 

 

 

図 2 津山高専での講義の様子 
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美美作作大大学学ととのの取取りり組組みみ（（食食品品事事業業をを革革新新すするるププララッットトフフォォーームムのの構構築築）） 

 美作大学からの依頼に基づき、2019 年度から同大学が進める食味学研究事業ビジネスモデル

の構築に協力している。協力内容は、味覚センサー及び高感度ガス質量分析装置（図 3）を用

いて食材の味と香りを数値化、可視化することで、食材の差別化要因の視覚化と生産システム

化（地元産農産物の差別化及び改良、食品製造の原料選別、食材加工技術の向上、食品流通の

品質管理等）の実現を目指している。本年度の活動として、地域で肥育されている「つやま和

牛」の試験測定結果の報告等を実施した。 

 
図 3 食材の香りを数値化する高感度ガス質量分析装置 

 

ササテテラライイトトオオフフィィススににおおけけるる活活動動 

 人形峠環境技術センターの事業の透明性確保、分かりやすい情報提供に加えて地域の方々と

の交流を促進するため、2020 年 6 月に鏡野町総合文化施設ペスタロッチ館内に「サテライトオ

フィスふらっと」を開設している。 

 2024 年度の来訪者は 1,500 名を超え、開館以来の累計来訪者は約 6,900 名となった。2023 年

5 月 8 日の新型コロナウイルス感染症の 5 類感染症移行後も、必要な対策を取りつつ、企業相

談、幼児から小学校低学年の児童を対象とした科学に触れ合う工作教室を実施した（図 4）。2024

年 10 月 27 日には、3 回目となる宇宙航空研究開発機構（JAXA）、日本宇宙フォーラム（JSF）

及び鏡野町と連携した実験教室を開催した（図 5）。 

図 4 サテライトオフィスでの工作教室の様子 図 5 JAXA、JSF 及び鏡野町と開催した 

実験教室の様子 
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